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出典：Statistical First Release,24 June 1999;NI Labour Market Bulletin;TUC New Deal Briefings
Jane, Miller, Keeping Track of Welfare Reform –– The New Deal Programmes, Joseph Rowntree Foundation, 2000,
pp.2~3より引用して作成した。
第２表　ニューディールプログラムの概観
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⑤The New Deal for Disabled People（NDDP）もパーソナルアドバイザーを通じてアドバイスと
情報を提供する。障害のある人々の雇用のニーズを雇用主やサービス提供者に理解させることも意

















の地域の改善を行うために「近隣地域再生全国戦略」（National Strategy for Neighborhood
Renewal,2001）を策定し，サービスの最低基準を定め，犯罪率，住宅基準，医療，雇用などの格差
を縮小する基本目標が導入された。これを推進するために「コミュニティのためのニューディール」








Education Employment or Training:NEET）対策として，コミュニティに根ざした「コネクション
ズ」（Connexions）のシステムを2001年に試験的に導入し，2003年から全国的に開始している。ニ
14 大原社会問題研究所雑誌　No.560／2005.7
¡5 Jane, Miller, op. cit. p.9.
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貧困と社会的排除への取り組み状況として1999年から毎年公表されている。
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